
○多賀城市防犯カメラの設置及び運用に関する条例施行規則 

  （平成２７年８月２７日 規則第４６号）    

 （趣旨） 

第１条 この規則は、多賀城市防犯カメラの設置及び運用に関する条例（平成２７年多賀城市

条例第２２号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（設置運用基準の届出） 

第２条 条例第４条第１項前段の規定による設置運用基準の届出は、当該届出に係る防犯カメ

ラを設置しようとする日の１４日前までに、防犯カメラの設置及び運用に関する基準届（様

式第１号）により行うものとする。ただし、当該期限までに届出ができないことについてや

むを得ない事情があると認められる場合は、この限りでない。 

２ 前項の届出には、次の資料を添付するものとする。 

(1) 防犯対象区域並びに防犯カメラ設置場所及び設置者名等の表示場所を記載した図面 

(2) 設置者名等の表示内容の写し 

 （設置運用基準の変更の届出） 

第３条 条例第４条第１項後段の規定による設置運用基準の変更の届出は、当該変更をしよう

とする日の１４日前までに、防犯カメラの設置及び運用に関する基準変更届（様式第２号）

（当該変更が設置運用基準の廃止である場合にあっては、防犯カメラ廃止届（様式第３号））

により行うものとする。ただし、当該期限までに届出ができないことについてやむを得ない

事情があると認められる場合は、この限りでない。 

２ 前項の届出（設置運用基準を廃止する場合を除く。）には、次の資料を添付するものとす

る。 

(1) 変更後の防犯対象区域並びに防犯カメラ設置場所及び設置者名等の表示場所を記載した

図面（防犯対象区域、防犯カメラ設置場所又は設置者名等の表示場所を変更した場合に限

る。） 

(2) 変更後の設置者名等の表示内容の写し（設置者名等の表示内容を変更した場合に限る。） 

 （設置運用基準の届出義務者） 

第４条 条例第４条第１項第４号の規則で定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 市から事務又は事業の委託を受けたもの（当該事務又は事業の実施に当たり、自ら防犯

カメラを設置する場合に限る。） 

(2) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者

（市から指定を受けた公の施設の管理に当たり、自ら防犯カメラを設置する場合に限る。） 

(3) 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第４７条第１項の規定により市に代わって市

営住宅及び共同施設の管理を行う者（当該市営住宅及び共同施設の管理に当たり、自ら防

犯カメラを設置する場合に限る。） 

 （設置運用基準に定める事項） 

第５条 条例第４条第２項第５号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 防犯カメラの設置場所に関すること。 

(2) 設置者名等の表示場所及び表示内容に関すること。 

(3) 画像データの保存期間、保存方法及び廃棄方法に関すること。 

(4) 画像データの利用及び提供に関すること。 

(5) 苦情対応に関すること。 



(6) 前各号に掲げるもののほか、防犯カメラの適正な設置及び運用に関し必要なこと。 

（設置者名等の表示） 

第６条 設置者名等の表示場所、表示箇所数、表示の大きさその他の事項は、防犯対象区域の

範囲、形状等を勘案して適切に定めるものとする。 

（画像データの保存期間） 

第７条 条例第８条第３号の規則で定める保存期間は、３０日の範囲内において設置者が定め

る期間とする。ただし、当該範囲内において定めることができないことについて正当な理由

があると認められる場合は、この限りでない。 

（勧告） 

第８条 条例第１１条第２項の規定による勧告は、防犯カメラの設置及び運用に関する勧告書

（様式第４号）により行うものとする。 

（公表） 

第９条 条例第１２条第１項の規定による公表は、多賀城市公告式条例（昭和２８年多賀城市

条例第５号）第３条に規定する市役所掲示場に掲示する方法、広報誌に掲載する方法及びイ

ンターネットを利用して閲覧に供する方法により行うものとする。 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この規則は、平成２７年９月１日から施行する。 



様式第１号（第２条関係） 

防犯カメラの設置及び運用に関する基準届 

年  月  日  

 多賀城市長 殿 

設置者 住 所 

    氏 名 

    電 話 

（法人その他の団体にあっては、事務所又は 

事業所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

 防犯カメラの設置及び運用に関する基準を別紙のとおり定めたので、多賀城市防犯カメラの

設置及び運用に関する条例第４条第１項前段の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

防犯カメラの設置及び運用に関

する基準の名称 

防犯対象区域の数 

防犯カメラの設置台数 

設置予定年月日 

添付書類 

(1) 防犯対象区域並びに防犯カメラ設置場所及び設置者名等の表示場所を記載した図面 

(2) 設置者名等の表示内容の写し 



様式第２号（第３条関係） 

防犯カメラの設置及び運用に関する基準変更届 

年  月  日  

 多賀城市長 殿 

設置者 住 所 

    氏 名 

    電 話 

（法人その他の団体にあっては、事務所又は 

事業所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

 防犯カメラの設置及び運用に関する基準の内容を別紙のとおり変更するので、多賀城市防犯

カメラの設置及び運用に関する条例第４条第１項後段の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

防犯カメラの設置及び運

用に関する基準の名称 

変更予定年月日     年  月  日 

変更事項 

変更前 

変更後 

変更理由 

添付書類 

  (1) 変更後の防犯対象区域並びに防犯カメラ設置場所及び設置者名等の表示場所を記載し 

た図面（防犯対象区域、防犯カメラ設置場所又は設置者名等の表示場所を変更した場合

に限る。） 

(2) 変更後の設置者名等の表示内容の写し（設置者名等の表示内容を変更した場合に限 

る。） 



様式第３号（第３条関係） 

防犯カメラ廃止届 

年  月  日  

 多賀城市長 殿 

設置者 住 所 

    氏 名 

    電 話 

（法人その他の団体にあっては、事務所又は 

事業所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

     年  月  日付けで届け出た防犯カメラの設置及び運用に関する基準及び当該基

準に係る防犯カメラを廃止するので、多賀城市防犯カメラの設置及び運用に関する条例第４条

第１項後段の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

防犯カメラの設置及び運

用に関する基準の名称 

防犯対象区域 

廃止予定年月日     年  月  日 

廃止理由 



様式第４号（第７条関係） 

防犯カメラの設置及び運用に関する勧告書 

      殿 

多賀城市長 

多賀城市防犯カメラの設置及び運用に関する条例第１１条２項の規定により、下記のとおり

勧告します。 

記 

１ 勧告の内容 

２ 勧告の理由 


